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株主の皆様には、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げま

す。

さて、ここに第109期(2024年５月１日から2025年４月30日

まで)事業年度の期末報告書をお届けするにあたり、事業の

概況及び会社の概況のご報告を申し上げます。

当事業年度におけるわが国経済は、賃上げによる所得環境

の改善やインバウンド需要の拡大などにより、緩やかな回復

基調となりました。一方で、急激な為替変動や慢性的な物価

上昇に加えて、米国の関税政策の影響などにより、先行きは

不透明な状況が続いております。

当社建材事業の主要マーケットである住宅市場において

2024年度の新設住宅着工戸数は、分譲住宅が前年比マイナス

となったものの、持家や貸家が増加したことにより、全体で

は816千戸と前年比2.0％の増加となりました。但し、増加要

因は2024年度末に発生した建築基準法・建築物省エネ法改正

前の駆け込み着工であり、この特殊要因を除く実質的な新設

住宅着工戸数は依然として低調に推移していると考えられま

す。

このような経営環境の中、当社は、『環境対策等の社会課

題へ対応することによって持続的成長モデルを構築し、社会

貢献と利益拡大を両立』、『資本コストや株価を意識した経営

の実現に向けた対応』の中期経営計画の基本方針に基づき、

経営に取り組んでおります。

この結果、当事業年度の業績につきましては、売上高は

27,405百万円と対前期比1,430百万円(5.5％)の増収となりま

した。営業利益は1,786百万円と対前期比331百万円(15.7％)

の減益、経常利益は1,718百万円と同355百万円(17.1％)の減

益、当期純利益は1,433百万円と同187百万円(11.6％)の減益

となりました。

2025年07月04日 16時54分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



― 2 ―

今後のわが国経済の見通しにつきましては、雇用環境の改

善に伴う個人消費の回復やインバウンド需要の拡大により、

緩やかな回復基調が続くものと予想されます。一方、長引く

ウクライナ・中東情勢、米国の関税政策、金利・為替の変

動、エネルギー・原材料価格の高騰など不透明な状況が続く

ものと予想されます。

当社建材事業の主要マーケットである住宅市場において

は、新設住宅着工戸数は中長期でみると世帯数減少による将

来的な住宅着工戸数の減少が懸念されます。

このような経済・経営環境の中、当社は、建材事業につき

ましては、住宅分野では引き続き高級軒天ボードなどの高付

加価値製品の販売推進や価格転嫁などによる採算性の向上に

努め、非住宅分野では新たに専任部署を創設したことによる

販売強化に尽力してまいります。また、化成品事業につきま

しては、大型設備完成による増産効果を最大限に発揮すると

ともに、顧客ニーズを捉えた高機能・高付加価値製品の開発

を加速させ、早期実現化に向けて積極的に推進してまいりま

す。

また2024年度グッドデザイン・ベスト100を受賞した「CO2

リサイクル製造プロセス」を軌道に乗せ、環境対策による社

会貢献をいち早く実現してまいります。

以上の結果、次期の業績につきまして、売上高は28,100百

万円と対前期比694百万円(2.5％)の増収、営業利益は2,200

百万円と同413百万円(23.2％)の増益、経常利益は2,100百万

円と同381百万円(22.2％)の増益、当期純利益は1,500百万円

と同66百万円(4.7％)の増益を見込んでおります。

なお、上記の業績予想につきましては、現時点で入手可能

な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後

様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

株主の皆様におかれましては、今後とも、なお一層のご支

援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2025年７月

代表取締役社長 布 川 明
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各事業の概況は、概ね次のとおりであります。

〔建 材 事 業〕

住宅分野は、高付加価値製品の高級軒天ボードの販売が堅調に推移し

たことに加え、けい酸カルシウム板「プライケイカル」やサイディング

「ドレッセプレミアム」の売上高が増加しました。

非住宅分野は、前期後半からのビルなどの工事遅れが依然として続い

ており、減収となりました。

これらの結果、売上高は15,090百万円と対前期比945百万円(6.7％)の

増収となりました。セグメント利益(営業利益)は、固定費増加や在庫減

の影響があったものの、値上げ効果や増収により、909百万円と同12百万

円(1.3％)の減益に留めました。

〔化成品事業〕

マグネシウムは、前期に大型設備が稼働したことに加え、海外向けサ

プリメント用途の酸化マグネシウムや工業用途の難燃水酸化マグネシウ

ムの需要好調により増収となりました。

セラミックスは、主要製品の蛍光体が好調に推移しましたが、レーザ

ー向けの減少により減収となりました。

これらの結果、売上高は12,315百万円と対前期比485百万円(4.1％)の

増収となりました。セグメント利益(営業利益)は、増収があったものの、

大型設備投資に係る減価償却費などの固定費増加に加えて、セラミック

スの棚卸資産の見直しに伴う廃棄処分の影響もあり、1,669百万円と同

174百万円(9.5％)の減益となりました。

事業別売上高

事 業
第108期 第109期(当事業年度)

売上高 構成比 売上高 構成比

百万円 ％ 百万円 ％

建 材 14,144 54.5 15,090 55.1

化成品 11,829 45.5 12,315 44.9

計 25,974 100.0 27,405 100.0
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会社の業績の推移

区 分
第106期
2021年度

第107期
2022年度

第108期
2023年度

第109期(当事業年度)

2024年度

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

21,787 23,986 25,974 27,405

経 常 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

2,084 2,142 2,073 1,718

当期純利益
百万円 百万円 百万円 百万円

1,365 1,533 1,620 1,433

１株当たり
当期純利益

150円93銭 169円64銭 179円06銭 158円16銭

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

24,697 29,389 29,747 30,731

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

9,365 10,558 11,909 12,964

（注）・第106期は、売上高増加や製造コスト削減等により、増収増益となりました。

・第107期は、売上高増加や製造コスト削減等により、増収増益となりました。

・第108期は、売上高増加や製造コスト削減等により、増収増益となりました。

・第109期(当事業年度)は、前記「株主の皆様へ」及び「事業の概況」に記載のと

おりであります。

・１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づいて算出しております。
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(2025年４月30日現在)

発行可能株式の総数 36,000,000株

発行済株式の総数 9,240,000株

株主数 7,703名

所有者別分布

株 主 数 株 式 数 株 数 比

個 人 そ の 他
名 千株 ％

7,513 4,948 53.56

政府・地方公共団体 0 0 0.00

金 融 機 関 13 1,374 14.88

そ の 他 法 人 71 1,792 19.40

外 国 人 75 805 8.72

証 券 会 社 30 143 1.55

（注）自己株式は除いております。

大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

神 島 化 学 従 業 員 持 株 会
千株 ％

846 9.34

DOWAホールディングス株式会社 843 9.30

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 525 5.80

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト
信託銀行株式会社(信託口)

342 3.78

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 296 3.27

日 鉄 鉱 業 株 式 会 社 275 3.03

JP JPMSE LUX RE UBS AG LONDON BRANCH EQ CO 199 2.20

四 国 倉 庫 株 式 会 社 161 1.78

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 153 1.69

東 洋 電 化 工 業 株 式 会 社 150 1.65

（注）当社は、当社名義の株式を174,840株(自己名義失念株式100株を含む)を保有してお

りますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は自己株式(174,740

株)を控除して計算しております。
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(2025年４月30日現在)

(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現金及び預金

受 取 手 形

電子記録債権

売 掛 金

商品及び製品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸倒引当金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機械及び装置

車両運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウェア

電話加入権

投資その他の資産

投資有価証券

出 資 金

破産更生債権等

長期前払費用

繰延税金資産

そ の 他

貸倒引当金

30,731

11,806

1,439

124

1,113

3,627

2,796

853

1,469

179

187

15

△1

18,924

17,165

5,555

429

8,097

67

323

1,420

20

1,251

100

97

3

1,658

418

1

1

197

769

272

△1

負 債 の 部 17,766

流 動 負 債 13,493

支 払 手 形 126

電子記録債務 1,018

買 掛 金 1,672

短期借入金 5,700

１年内返済予定の長期借入金 1,120

未 払 金 1,096

未 払 費 用 333

未払法人税等 128

未払消費税等 373

前 受 金 47

預 り 金 80

賞与引当金 466

製品保証引当金 82

設備関係支払手形 3

設備関係電子記録債務 1,210

返 金 負 債 33

固 定 負 債 4,273

長期借入金 2,104

長期未払金 252

退職給付引当金 1,871

訴訟損失引当金 45

純資産の部 12,964

株 主 資 本 12,754

資 本 金 1,320

資本剰余金 1,094

資本準備金 1,078

その他資本剰余金 16

利益剰余金 10,546

利益準備金 133

その他利益剰余金 10,412

別途積立金 1,300

繰越利益剰余金 9,112

自 己 株 式 △207

評価・換算差額等 153

その他有価証券評価差額金 153

新株予約権 57

資 産 合 計 30,731 負債純資産合計 30,731
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(2024年５月１日から2025年４月30日まで)

(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 27,405

売 上 原 価 20,477

売 上 総 利 益 6,928

販売費及び一般管理費 5,142

営 業 利 益 1,786

営 業 外 収 益

受 取 利 息 0

受 取 配 当 金 12

物 品 売 却 益 11

電力需給調整協力金 8

破 損 損 害 金 7

雑 収 入 19 59

営 業 外 費 用

支 払 利 息 108

手 形 売 却 損 15

雑 支 出 3 127

経 常 利 益 1,718

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 26

訴訟損失引当金繰入額 13 40

税 引 前 当 期 純 利 益 1,677

法人税、住民税及び事業税 282

法 人 税 等 調 整 額 △37 244

当 期 純 利 益 1,433
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(2024年５月１日から2025年４月30日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資 本

準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,320 1,078 8 1,086 133 1,300 8,068 9,502 △221 11,687

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △389 △389 △389

当 期 純 利 益 1,433 1,433 1,433

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 7 7 14 21

新株予約権の行使 0 0 0 1

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― 8 8 ― ― 1,043 1,043 14 1,066

当 期 末 残 高 1,320 1,078 16 1,094 133 1,300 9,112 10,546 △207 12,754

評価・換算差額等

新 株
予約権

純資産
合 計

その他有
価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

当 期 首 残 高 162 162 59 11,909

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △389

当 期 純 利 益 1,433

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 21

新株予約権の行使 1

株主資本以外
の項目の当期
変動額（純額）

△9 △9 △1 △10

当期変動額合計 △9 △9 △1 1,055

当 期 末 残 高 153 153 57 12,964
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

①市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

②市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法…………移動平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

①2007年３月31日以前に取得したもの

旧定額法

②2007年４月１日以後に取得したもの

定額法

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法を採用しております。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

(2)賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

(3)製品保証引当金

製品の保証に対する費用の支出に充てるため、主に過去の実績率に基づく発生見込

額を計上しております。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、発生年度に一括処理しております。

(5)訴訟損失引当金

訴訟に対する損失に備えるため、係争中の案件に対し、将来発生する可能性のある

損失計上見込額を計上しております。

４．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については特例処理を、振当処

理の要件を満たす通貨スワップ取引及び為替予約取引については振当処理を採用して

おります。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

①ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…借入金の支払利息

②ヘッジ手段…通貨スワップ取引

ヘッジ対象…外貨建借入金

③ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等
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(3)ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価

当社のリスク管理規程に基づき、金利スワップ取引は、金利変動リスクをヘッジす

るために、通貨スワップ取引及び為替予約取引は、為替相場の変動リスクをヘッジす

るために、ヘッジ取引を実施しております。

なお、ヘッジ対象との相関性をみて有効性を評価しております。また、特例処理の

要件を満たす金利スワップ取引については特例処理を、振当処理の要件を満たす通貨

スワップ取引及び為替予約取引については振当処理を採用しているため、有効性評価

を省略しております。

５．収益及び費用の計上基準

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する時点は以下のとおりで

す。

建材事業においては、住宅及び非住宅向けの製品を製造、販売しております。

化成品事業においては、マグネシウム及びセラミックス製品を製造、販売しており

ます。

製品の販売に係る収益は、主に製造による販売であり、顧客との販売契約に基づい

て、製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品を引き渡す一

時点において、顧客が当該製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時

点で収益を認識しております。

なお、製品の国内の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転され

る時までの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認識し、海外取引において

は、インコタームズ等に定められた貿易条件に基づきリスク負担が顧客に移転する時

点で収益を認識しております。

［表示方法の変更］

１．損益計算書

前事業年度において、「営業外収益」の「雑収入」に含めていた「電力需給調整協力

金」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記するこ

ととしております。

［貸借対照表に関する注記］

１．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳累計額

有形固定資産に係る国庫補助金等の受入れによる圧縮記帳累計額は、次のとおりで

あります。

圧縮記帳累計額

建物 122百万円

構築物 7百万円

機械及び装置 648百万円

工具、器具及び備品 95百万円

計 873百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 30,152百万円

３．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建物 3,491百万円

構築物 335百万円

機械及び装置 6,088百万円

工具、器具及び備品 69百万円

土地 1,326百万円

計 11,311百万円

(2)担保に係る債務

短期借入金 2,577百万円

１年内返済予定の長期借入金 811百万円

長期借入金 1,520百万円

計 4,908百万円
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［損益計算書に関する注記］

１．通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額は次のとおりで

あります。

売上原価 9百万円

２．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 992百万円

３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 2百万円

構築物 0百万円

機械及び装置 23百万円

車両運搬具 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円

４．訴訟損失引当金繰入額の内容は次のとおりであります。

アスベスト含有建材にばく露して健康被害を受けたとして賠償金を求める訴訟、い

わゆるアスベスト訴訟のうち、当社係争中の案件に対し、将来発生する可能性のある

損失に備えて、計上したものであります。

［株主資本等変動計算書に関する注記］

１．発行済株式の総数に関する事項

普通株式 9,240,000株

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 187,142 244 12,646 174,740

（変動事由の概要）

増加及び減少の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加 244株

譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少 11,946株

新株予約権の行使 700株

３．配当に関する事項

(1)配当金の支払額

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2024年
７月19日
定時株主総会

普通株式 190 21
2024年
４月30日

2024年
７月22日

2024年
12月11日
取締役会

普通株式 199 22
2024年
10月31日

2025年
１月14日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額
(円)

基準日
効力
発生日

2025年
７月18日
定時株主総会

普通株式 199 利益剰余金 22
2025年
４月30日

2025年
７月22日

４．当事業年度末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の総数

第１回新株予約権 普通株式 5,400株

第２回新株予約権 普通株式 15,300株

第３回新株予約権 普通株式 12,400株

第４回新株予約権 普通株式 20,400株

第５回新株予約権 普通株式 7,600株
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［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 589百万円

賞与引当金 142百万円

製品保証引当金 25百万円

棚卸資産評価損 49百万円

その他 131百万円

繰延税金資産 小計 938百万円

評価性引当額 △101百万円

繰延税金資産 合計 836百万円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △67百万円

繰延税金負債 合計 △67百万円

差引

繰延税金資産の純額 769百万円

［金融商品に関する注記］

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については

銀行借入による方針であります。また、デリバティブ取引は、後述するリスクを回避

するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒され

ております。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日

管理及び残高管理を行うとともに、回収遅延債権については、定期的に各部門各営業

所へ報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。また、外貨建営業債

権は、為替変動リスクに晒されておりますが、為替変動リスクを回避するため、デリ

バティブ取引(為替予約取引)をヘッジ手段として利用しております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業

務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っております。

営業債務である支払手形、電子記録債務及び買掛金は１年以内の支払期日でありま

す。

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係わる資金調達であり、長期借入金(原

則として５年以内)、支払委託契約に係る長期未払金（未払金を含む）は、主に設備投

資に係わる資金調達であります。

デリバティブ取引の執行・管理については社長決裁による「付議書」に基づきリス

ク管理規程に従って総務部で行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、

信用リスクを軽減するために、格付けの高い金融機関とのみ取引を行っております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の

評価方法等については、前述の「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載され

ている「ヘッジ会計の方法」を参照ください。

また、営業債務、借入金、長期未払金（未払金を含む）は、流動リスクに晒されて

おりますが、当社では、資金繰り計画を作成する等の方法により管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等に

ついては、その金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リスクを示すものではあり

ません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2025年４月30日(当事業年度末日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等(貸借対照表計上

額２百万円)は、次表には含めておりません。

また、長期未払金については、重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(単位：百万円)

貸借対照表
計上額

時価 差額

資産

投資有価証券
その他有価証券株式

415 415 ―

資産計 415 415 ―

負債

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

3,224 3,204 △20

負債計 3,224 3,204 △20

（注）「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「未収入金」、「支払

手形」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」、「未払金」、「設備関係支払手

形」、「設備関係電子記録債務」等については、短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察の可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される該当時価の算定の対象となる資産又は負債に関す

る相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(単位:百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産

投資有価証券
その他有価証券株式

415 ― ― 415

資産計 415 ― ― 415

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

資 産

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１に分類しております。
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(2)時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(単位:百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

負債

長期借入金
(１年内返済予定を含む)

― 3,204 ― 3,204

負債計 ― 3,204 ― 3,204

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

負 債

長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを

加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に

分類しております。

［収益認識に関する注記］

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円)

報告セグメント
合計

建材事業 化成品事業

住宅 12,837 ― 12,837

非住宅 2,252 ― 2,252

マグネシウム ― 10,414 10,414

セラミックス ― 1,900 1,900

顧客との契約から生じる収益 15,090 12,315 27,405

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 15,090 12,315 27,405

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記

５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

３．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等

(単位：百万円)

当事業年度

期首残高 期末残高

契約負債 59 47

(2)残存履行義務に配分した取引価格

当社において、予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客

との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

［１株当たり情報に関する注記］

１．１株当たり純資産額 1,423円82銭

２．１株当たり当期純利益 158円16銭

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。
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（2025年７月18日現在）

社 名 神島化学工業株式会社

設 立 1946年３月２日

資 本 金 1,320,000,000円

事 業 所

■本 社
〒541－0042
大阪市中央区今橋4丁目4-7（京阪神淀屋橋ビル7F）
管理部門
TEL．06－6232－5350（代）
セラミックス事業部 セラミックス営業グループ
TEL．06－6232－5355
ＣＣＵ推進部 推進グループ
TEL．06－6232－5355

■工 場
詫 間 工 場 〒769－1103

香川県三豊市詫間町香田80番地
TEL．0875－83－3155（代）

石 岡 工 場 〒315－0002
茨城県石岡市柏原6番地2（柏原工業団地）
TEL．0299－24－3071（代）

■営 業 所

大 阪 営 業 所 〒550－0011
大阪市西区阿波座１丁目3－15（関電不動産西本町ビル6F）
住宅建材営業部 関西営業グループ
TEL．06－6110－1124
建設建材営業部 西日本営業グループ
TEL．06－6110－1126
化成品営業部 大阪営業グループ
TEL．06－6110－1132

東 京 営 業 所 〒101－0041
東京都千代田区神田須田町2丁目5－2（須田町佐志田ビル2F）
住宅建材営業部 首都圏営業第一グループ
TEL．03－5296－3791
住宅建材営業部 首都圏営業第二グループ
TEL．03－5296－3791
建設建材営業部 東日本営業グループ
TEL．03－5296－3793
建設建材営業部 ビル建材営業グループ
TEL．03－5296－3793
化成品営業部 東京営業グループ
TEL．03－5296－3792

東 北 営 業 所 〒983－0043
仙台市宮城野区萩野町2丁目3－1（オフィスヤマトビルⅢ201号室）
住宅建材営業部 東北営業所
TEL．022－380－7774
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東 海 営 業 所 〒461－0005
名古屋市東区東桜2丁目6－11（LUXESビル5F）
住宅建材営業部 東海営業所
TEL．052－856－2744

中 国 営 業 所 〒731－0123
広島市安佐南区古市3丁目5－5（広島畳材安古市ビル1F）
住宅建材営業部 中国営業所
TEL．082－535－5101

四 国 営 業 所 〒768－0012
香川県観音寺市植田町1697番地1（SANKYO PLAZAⅡ1F 5号室）
住宅建材営業部 四国営業所
TEL．0875－88－2301

九 州 営 業 所 〒812－0041
福岡市博多区吉塚4丁目13－13（ファーストビル1号室）
住宅建材営業部 九州営業所
TEL．092－626－9770

従 業 員 数 672名※

主な営業品目

建 材……住宅及び非住宅・ビル用不燃建材

住宅及び非住宅用窯業サイディング、軒天、破風板、

耐火パネル等

化成品……酸化マグネシウム、難燃水酸化マグネシウム、炭酸マ

グネシウム、セラミックス製品等

※従業員数は、2025年４月30日現在のものです。
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（2025年７月18日現在）

代表取締役会長 池 田 和 夫

代表取締役社長 布 川 明

常 務 取 締 役 相 川 義 昭

取 締 役 北 野 幸 治

取 締 役 柳 谷 高 公

取 締 役 美 藤 敦 司

取 締 役 藤 村 倫 夫

取 締 役 山 本 裕 一

取 締 役 今 岡 重 貴

取 締 役 伊 藤 高 之

常 勤 監 査 役 髙 橋 誠

監 査 役 若 林 英 一

監 査 役 岡 山 誠

（注）１．取締役今岡重貴、伊藤高之の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役若林英一、岡山誠の両氏は、社外監査役であります。
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株主メモ
事 業 年 度 毎年５月１日から翌年４月30日まで

剰 余 金 の
配 当 基 準 日

期末配当　　４月30日
中間配当　　10月31日

定時株主総会の
基 準 日

４月30日
その他必要あるときは、予め基準日公告を
いたします。

定 時 株 主 総 会 ７月

単 元 株 式 数 100株

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号
みずほ信託銀行株式会社

公 告 方 法 電子公告
（https://www.konoshima.co.jp/）
ただし、事故その他やむを得ない事由によ
って電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行い
ます。

株式事務のお問い合わせ先

証券会社等で株式を
保有されている場合

証券会社等で株式を
保有されていない場合
（特別口座の場合）

住所変更、株式配当金
受取り方法の変更
およびマイナンバーの
お届出などのお問い合わせ

お取引の証券会社等
になります。

みずほ信託銀行 証券代行部

ホームページ　
　 https://www.mizuho-tb.co.jp/

daikou/index.html

フリーダイヤル 0120-288-324
（土・日・祝日を除く 9：00～17：00）

電子提供制度専用ダイヤル 
　0120-524-324
（土・日・祝日を除く 9：00～17：00）

未払配当金、
その他当社株式関係書類に
ついてのお問い合わせ

右記みずほ信託銀行
までお問い合わせ願
います。

株主総会資料の
電子提供制度

（書面交付請求）に
ついてのお問い合わせ

お取引の証券会社ま
たは右記みずほ信託
銀行までお問い合わ
せ願います。

ご注意

特別口座では、単元未満株式の買取以
外の株式売買はできません。
株式の売買にあたっては、証券会社等
に口座を開設し、株式の口座振替手続
を行っていただく必要があります。

株式等に関する
マイナンバーの
お届出のお願い

・ 株式等の税務関係のお手続に関しては、マイナンバーの
お届出が必要です。

・ お届出が済んでいない株主さまは、上記お問い合わせ先
へマイナンバーのお届出をお願いします。

Konoshima Chemical Co.,Ltd.
https://www.konoshima.co.jp/
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